【様式１号】

令和　　年　　月　　日

鹿児島県知事　塩田　康一　殿
住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
かごしま地域課題解決型起業支援事業執行団体応募申請書
　このことについて，次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　申請者概要（様式２号）
（添付資料）
　　１-(１)　申請者の定款又は寄付行為の写し及び役員名簿
１-(２)　申請者の直近１年の決算書類の写し
１-(３)　申請者の概要が分かる説明資料（会社パンフレット等）
２　連携先事業者概要（様式２－１号）
（添付資料）
２-(１)　連携先の概要が分かる説明資料（会社パンフレット等）
３　事業実施計画書（様式３号）
４　事務費内訳書（様式４号）
５　誓約書（様式６号）
　　　　
【様式２号】
申請者概要
	法人（団体）名
	

	業　種
	

	代　表　者
	役職・氏名
住所　〒
電話　　　　　　　　　　　FAX

	主たる事務所の所在地

事務担当者

連絡先
	住所　〒
電話　　　　　　　　　　　FAX
＜連絡先＞

役職・氏名
Ｅメール

	設立年月日
	年　　月　　日

	資本金
	

	従業員数
	


	ホームページ
	URL:

	直近３年間の
事業概要

	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	
	＜事業内容＞
＜売上高＞

	＜事業内容＞
＜売上高＞

	＜事業内容＞
＜売上高＞



※申請者の概要を御記入ください。

※事業実施に当たって連携先事業者（予定も含む。）について，様式２－１号「連携先事業者概要」に御記入ください。

 【様式２－１号】
連携先事業者概要
	法人（団体）名
	

	業　種
	

	代　表　者
	役職・氏名
住所　〒
電話　　　　　　　　　　　FAX

	主たる事務所の所在地

事務担当者

連絡先
	住所　〒
電話　　　　　　　　　　　FAX
＜連絡先＞

役職・氏名
Ｅメール

	設立年月日
	年　　月　　日

	資本金
	

	従業員数
	

	ホームページ
	URL:

	直近３年間の
事業概要

	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	
	＜事業内容＞
＜売上高＞

	＜事業内容＞
＜売上高＞

	＜事業内容＞
＜売上高＞



※連携先事業者の概要を御記入ください。
※連携先が複数の場合は，連携先ごとに作成してください。
【様式３号】
事業実施計画書

	事業のアピール
ポイント
	※本事業実施にあたってのアピールポイントを簡潔に記入してください


	事業の
実施体制
	※連携先との役割・責任分担も含めた事業実施体制を別紙にて作成して添付してください。



	類似事業の
取組実績
	※これまでの類似事業の取組実績（連携先事業者を含む）を別紙にて作成して添付してください。


	スケジュール
	※事業実施スケジュールを別紙にて作成して添付してください。


	事業の周知と
広報
	※県内や東京圏等にどのように事業の周知や広報を行い，どのように有望な起業者を集めるのか記入してください。


	起業支援金の
審査
	※どのような審査員（候補者）により，どのような審査基準で審査するのかを記入してください。


	起業者への

伴走支援
	※どのような助言・指導者（候補者）により，どのような支援を行い，どのように起業に結びつけるのかを記入してください。
※起業者のネットワークをどのように形成し，どのように本事業終了後も事業継続させていくのかを記入してください。


	事業実施の
工夫
	※本事業の成果を高めるためにどのような工夫を行うか記入してください。



※用紙や行が不足する場合は適宜追加してください。
※内容に応じて別紙にて資料を作成して添付してください。
【様式４号】
事業費内訳書
（単位：円）
	区分
	内容
	経費の積算

	事業費
	起業支援金

	16,000,000（１件あたり最高200万円）


	
	小　計
	16,000,000

	事務費
	（記載例）
事務局経費
　人件費

　旅費
審査会経費
　謝金

　旅費
　会場費
伴走支援経費
　謝金
　旅費

	


	
	小　計
	

	合　計
	


　※事業費（起業支援金）は16,000千円とする。
　※事務費は伴走支援等に必要な所要額を見積もるものとし，上限額は5,178千円とするが，可能な限り合理化に努めるものとする。

【様式５号】

	鹿児島県商工労働水産部産業人材確保・移住促進課人材確保企画係　宛て
E-Mail：syo-jin@pref.kagoshima.lg.jp
FAX：099-286-5763
送付日：令和　　年　　月　　日




質　問　提　出　書
	会　社　名
	
	住　所
	

	　所属部署名
	
	　ＴＥＬ
	

	　質問者氏名
	
	　ＦＡＸ

　E-Mail
	

	（内容）


【様式６号】
誓　　　　約　　　　書

私は，下記の事項について誓約します。

なお，県が必要な場合には，鹿児島県警察本部に照会することについて承諾します。

記

１　自己又は自社の役員等が，次のいずれにも該当する者ではありません。 
　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
  自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者
  暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与している者
  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者
　暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用している者
２　暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は
個人ではありません。
令和　　年　　月　　日　
鹿児島県知事　塩田　康一　殿

住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ふりがな)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名                 印
 （注）１  自己及び自社の役員等の名簿（裏面）を作成してください。名簿に記載されている情報は，県が鹿児島県警察本部に照会する際に利用することがあります。
２　「役員等」とは，次に掲げる者をいいます。
ア　法人にあっては，非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務所その他これらに準ずるものをいう。以  下ウにおいて同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者
イ　法人格を有しない団体にあっては，代表者，理事その他アに掲げる者と同等の責任を有する者
 ウ　個人にあっては，その者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わず個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者

